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1．はじめに 

南海トラフの巨大地震に備え、工場の地震被害予測

の必要性が増している。一辺数百メートル以上にもなる

大規模工場では、同じ敷地内でも表層地盤の震動特性が

場所により大きく異なる場合がある。特に丘陵地、台地

の縁などの傾斜した地形を持つ場所に施設が立地する際、

大規模な造成などの地形改変が行われるため、表層の地

盤構造は不整形となり、同じ敷地内で予測される地震動

も場所により大きく異なると考えられる。 

本研究では地盤の不整形性が地震時応答に及ぼす影響

を解明するために、浅層レーリー波探査や常時微動計測

により表層地盤の場所による振動特性の違いを明らかに

し、さらに地盤の 1次元の地震応答解析により、場所に

よる応答の違いを明らかにすることを目的としている。 

2．対象サイト概要 

本研究では 3工場を対象としている。工場敷地はいず

れも一辺が数 100 m以上の規模であり、場所により数m

～20 m の厚さで切盛が行われている。そのうち、本報

告で示す工場は、1960 年代後半に起伏のある丘陵を地

盤造成して建設された。図 1に配置図、1890年の等高線

を重ねて示す。現在の敷地内の標高は 33 m 程度である

ため、旧版地図との比較により、盛土厚は最大で 20 m

程度と推測される。 

計測範囲は図 1の(X)、(Y)で、図 2の(a)~(j)は単点微動

計測地点、(S)、(T)は浅層レーリー波探査の測線である。 

3．計測結果に基づく地盤震動特性の把握 

3.1 浅層レーリー波探査に基づく地盤震動特性の把握 

図 3 に浅層レーリー波探査により求めた測線(S)、(T)

の分散曲線を地点ごとに示す。測線(S)では振動数の最小

値が 7 Hzで位相速度 400 m/s程度で、19 m程度の深度ま

で S 波速度の推定が可能である。同様にして、測線(T)

でも深度 18 m程度までの S波速度の推定が可能である。 

図 4は分散曲線から推定した S波速度構造である。測

線(S)では、測線方向に向けて地表から 10 m付近までの S

波速度が小さくなり、盛土と推測され、旧版地図と対応

している。また、深度 20 m付近には工学的基盤となる S

波速度 400 m/s以上の層が確認できる。 

測線(T)では、測線方向での大きな S波速度の変化はな

く、旧版地図の標高線との対応が見られる。旧版地図で

はこの付近の盛土厚さは 15~20 mであるが、土質柱状図

に旧地形の地表付近が風化していたという表記もあるこ

とから、工学的基盤相当の層は見られない。 

図 4 の測線(T)に示す地点で、ボーリングデータの N

値から (1)式 1)により S 波速度を簡易的に換算した S 波

速度との比較を行う。図 5に S波速度構造を示す。深度

15 m付近でボーリングデータから求めたS波速度が小さ

くなっているが、レーリー波探査から推定される S波速

度は大きくなっている。レーリー波探査では逆転層をと

らえにくいためであると考えられる。一方、他の深度で

は傾向は対応していることが確認できる。 

 

 

 

3.2 常時微動計測に基づく地盤震動特性の把握 

得られた微動記録をもとに、速度フーリエスペクトル、

H/V スペクトルを求め、切盛の違いによる地盤震動特性

を把握する。H/V スペクトルは、水平成分のフーリエス

ペクトルのベクトル和と上下成分の比とする。 

図 6 は単点微動計測地点 (d)の速度フーリエスペクト

ルであり、7~10 Hz に機械振動によるノイズが確認でき

る。これは、本工場内の他の記録だけでなく他工場の記

録からも同様のノイズが見られるため、工場特有の振動

であると考え、本研究ではこの付近の卓越振動数は検討

対象としない。また、北側が法面であるため、EW方向、
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NS 方向の卓越振動数が異なると考えられるが、今回の

結果からは差異は認められず、H/V スペクトルから地盤

の卓越振動数を推定してもよいと考えられる。 

図 7は(h)～(j)の EW方向の速度フーリエスペクトルで

あり、盛土から切土になるにつれて振幅が小さくなって

いることが確認できる。 

 図 8に全地点の H/Vスペクトルを示す。図 7の計測範

囲(Y)をみると、(4)では 3 Hz、(5)では 3~5 Hz、(6)では 4~5 

Hzとなっており、盛土から切土に移るにつれてピークが

高振動数側に移動している。一方、図 7の (1)と (4)では

盛土厚差が 10m以上あるにも関わらず、卓越振動数は近

い位置にある。ただし、振幅は大きく異なる。 

図 9に(c)に対する(d)の伝達関数を示す。EW方向では

4Hz付近で卓越が見られ、位相差も 90度となるため、卓 

越振動数と考えられる。法面の平均 S 波速度は 250~300 

m/s程度で 4分の 1波長則から求められる振動数は 3.2～

4 Hzとなり、伝達関数のピークと対応が見られる。一方、

NS方向では明瞭なピークが見られない。 

4.重複反射解析を用いた実測の比較 

 浅層レーリー波探査から得られた 3地点の S波速度を

用いて 1次元重複反射理論に基づく地震応答解析を行っ

た。対象とする 3地点を図 3に(A1)~(A3)で示す。表 1に

(A1)~(A3)の地盤条件を示す。また、図 10に 18.2 mに対

する地表の伝達関数を示す。図 10 より(A1)~(A3)では卓

越振動数が順に 4.2 Hz, 5,7 Hz,6.8 Hzとなっているが、図

8より(h)~(j)の H/Vスペクトルは順に 3 Hz, 3~5 Hz, 4~5 

Hzにピークが見られ、伝達関数のピークより低い振動数

を表しているが、卓越振動数の移動には対応が見られる。 

5. 1 次元地震応答解析に基づく地盤震動特性の把握 

5.1 解析条件及び解析対象地点 

地盤の 1次元の地震応答解析を行い、地点ごとの応答

の違いを把握する。 

解析手法には等価線形解析、逐次非線形解析を用いた。

本報告で示す対象地点は 4章同様、図 4に示す(A1)~(A3)

の 3地点である。土質区分はボーリングデータを参照し、

単位体積重量は土質区分に限らず 17.6 kN/m
3とした。S

波速度は浅層レーリー波探査により得られた値を用いた。 

両解析の基準せん断ひずみ、最大減衰定数について、

砂質土では層ごとに拘束圧の違いを考慮した。各パラメ

ータの詳細な値を表 2
2) に示す。粘性土では塑性指数の

違いを考慮せず、基準せん断ひずみ 0.18 %、最大減衰定

数 17 %
2) とした。さらに、動的変形特性は等価線形解析

では H-Dモデル、逐次非線形解析では修正 ROモデルを

用い、液状化は考慮していない。 

また、入力地震波には、告示波(神戸位相、八戸位相、

乱数位相)の振幅レベルを変えて使用した。加速度波形を

図 11に示す。 

5.2 解析結果 

本報告では告示波(神戸位相、Level2)に対する逐次非線

形解析による解析結果について示す。 

図 11は地点ごとの加速度、速度、変位波形である。各

地点の速度、変位波形を比較すると、位相も振幅も同様

に見受けられる。加速度波形では、地点ごとの位相は同

様に見受けられるが、振幅は(A1)から(A3)と移行するに

つれて若干小さくなっていることがわかる。図 12に(A3)

に対する(A1),(A2)の伝達関数を示す。振幅倍率をみると

(A1)/(A3)では 4 Hz付近で 1.2~1.5倍程度の倍率の違いが

確認できる。また位相差を見ると、高振動数側に移行す

るにつれて位相のずれが大きくなっていることがわかる。 

図13は減衰定数5 %の地表面での加速度応答スペクト

ルである。(A3)では明瞭なピークは見られず、(A2)では

4 Hz付近、(A1)では 3~4 Hz付近にピーク振動数が見ら

れ、切土から盛土に移行するにつれて、ピーク振動数が

低振動数側に移動しており、振幅も大きくなっているこ

とが確認できる。図 14は地表面での加速度応答スペクト

ルを入力波の加速度応答スペクトルで除したものである。

図 9の伝達関数と比較すると、逐次非線形時の卓越振動

数は線形解析時の卓越振動数より小さくなっており、非

線形化が進行していることが確認できる。 

図 14は深度ごとの最大加速度、最大せん断ひずみ、最

大せん断応力、相対変位である。どのグラフからも

(A3)~(A1)に移行するにつれて大きな値を示している。 

以上の事から、本検討の範囲内では、地表面変位に大

きな違いは認められなかったが、加速度レベルでの応答

に違いが見られたことから、工場建屋が捩れ挙動やさら

に複雑な挙動となる可能性があると考えられる。 

6．まとめ 

3 工場の敷地に対して浅層レーリー波探査、常時微動

計測を行った。さらに、得られたデータを用いて 1次元

の地震応答解析を行い、結果について考察を行った。 

実計測から切盛土での卓越振動数、振幅、S 波速度構

造は異なるということがわかった。また、1 次元地震応

答解析により、地震時の地盤の応答が切盛土の有無によ

り異なることがわかった。しかし、1 次元の地震応答解

析では地盤を平行成層であると仮定しており、地盤の傾

斜や傾斜幅の影響を考慮できていない。今後は 2,3 次元

FEM解析により詳細に応答を評価していく必要がある。 
参考文献 
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図 1 工場配置図と旧版地形図標高 

図 2 計測地点と地盤概要 

計測範囲(X) 

計測範囲(Y) 

測線(T) 

測線(S) 

図 3 分散曲線 

図 8  H/Vスペクトル 

計測範囲(Y) 

計測範囲(X) 

 (1)盛土厚 5m 
程度の 3地点 

(3)階段下地点 

(4)盛土厚 15m 
以上の 3地点 

(5)盛土厚 15m程度の地点 (6)盛土厚 5m程度 
の地点 

(2)建屋基礎上地点 

図 9 地点 (c)に対する地点(d)の伝達関数 

(b) 測線(T) (a) 測線(S) 

図 4  S波速度構造 

図 5 (B1)の S波速度構造 

図 6  (d)速度フーリエ 

   スペクトル 

図 7  速度フーリエ 

   スペクトル(EW方向) 
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図10 線形解析時の伝達関数 

表 2 各拘束圧における 

基準せん断歪と最大減衰定数 

表 1 対象地点の地盤条件 

図 11 解析に用いた入力地震動 

(a)  神戸位相 

(b)  八戸位相 

(c)  乱数位相 

図 12 地表面での加速度、速度、変位波形 

(A1) 加速度波形 (A1) 速度波形 (A1) 変位波形 

(A2) 加速度波形 (A2) 速度波形 (A2) 変位波形 

(A3) 加速度波形 (A3) 速度波形 (A3) 変位波形 

図 15逐次非線形解析時の伝達関数 

図 13 地点間の伝達関数 

(b) 伝達関数(A2)/(A3) 

(a) 伝達関数(A1)/(A3) 

図 14 減衰定数 5%の加速度応答スペクトル 

図 16 各層ごとの最大応答分布図 

(a) (b) (c) 
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